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資料１ 首都直下地震対策専門調査会の設置について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
首都直下地震対策専門調査会の設置について 

 

 
○ 人口集中、政治・行政機能、企業の本社機能等の集中 

○ 交通、通信インフラ、マスメディアの集中 

○ 密集市街地、オープンスペース不足等災害に脆弱な都市構造 

これまでの政府の取り組みと課題 

首都地域の特性と課題 

 

 ２～３百年間隔で発生する関東大地震のようなマグニチュ－ド８クラスの地震の

間に、マグニチュード７クラスの直下の地震が数回発生（関東大地震：1923 年） 

首都直下地震の切迫性 
 

 ○これまでの対策 
＜被害想定＞ 関東大地震タイプの被害想定（Ｓ６３） 

＜災害応急＞・南関東地域での政府の応援のための活動要領（活動方針、手順、

責任省庁）（Ｓ63 策定、Ｈ10 改訂） 

      ・震度５強での参集体制（他は６弱） 

・本部の設置場所を複数予定 

＜予  防＞ 南関東地域直下の地震対策に関する大綱（Ｈ４策定、Ｈ10 改訂）

    

   ⇒・直下の地震についての被害想定はこれまで実施していない 

    ・大綱は対策の方向性を網羅的に示したものであり、具体化が必要 

    ・首都機能維持や企業防災対策といった観点からの対策強化が必要 

  

＜検討のポイント＞ 
・直下地震についての観測データの蓄積や新たな学術的知見 

 ・直下の地震に関する被害想定の実施（経済機能、行政機能等も対象に） 

・被害想定結果に基づいた応急活動の内容の具体化 

・ライフライン途絶等による経済的被害や行政機能のマヒ、また全国や海外へ

の間接被害の波及をできるだけ軽減するための減災対策 

・企業における防災対策の充実強化、地域防災力の向上 

専門調査会の設置 



 

 

 

 

資料２ 首都直下地震の切迫性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○直下地震の切迫性 

南関東では、２～３百年間隔で発生する関東大震災クラスの地震の間に、マグニチュード７

クラスの直下型地震が数回発生する。大都市直下で発生した場合、多大な被害が生じる。 

 
 
 
        
  

 

凡例 
●j：マグニチュード８クラス 
● ：マグニチュード７クラス 
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○首都直下地震の切迫性に関する指摘 

 
・1940 年以降、南関東直下の地震活動は静穏期に入ったが、その後の時間の経過ととも

に発生する地震のマグニチュードの増加傾向がみられる。 

 

   1950 年代   Ｍ４クラスの地震しか発生していない 

   1960～70 年代 Ｍ５クラスの地震が発生 

   1980 年代   Ｍ６クラスの地震が各地で発生 

    

      ⇒今後は、Ｍ７クラスの地震が発生するポテンシャルが高まってくる。 

 
  出典：月刊「地球」号外３４ 

          「南関東直下の地震活動とその回復現象について」溝上恵 
 
 
○東京中心部周辺の浅発地震（深さ３５ｋｍ未満）の発生状況による、1980 年代前半は、

大部分の地震がＭ３未満であったのが、1980 年代後半にはＭ３級の地震が増え始め、

1990 年代にはＭ４級の地震が続発するようになった。 

⇒1923 年関東地震でいったん開放された歪みが再び蓄積されつつあり、当初は弱い

部分だけが破壊される状態であったのが、段々と強い部分まで破壊されるようになっ

てきたことを示しているのかもしれない。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  出典：月刊「地球」号外３４ 「南関東直下地震の切迫性」岡田義光 



 

 

 

 

資料３ 首都地域の特性と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（１）首都地域特有の地震災害の課題 
 

○地震災害の面から見た首都地域特有の課題の例 

○大量の従業者の被災による企

業活動の機能支障 

○ライフライン寸断による製造

ラインの機能停止 

○交通ネットワークの寸断によ

る物流の混乱 

【人命・生活】 【政治・行政】

○国の中枢の被災による政

治・行政機能の停滞 

○情報の寸断等による意思

決定の遅れ 

○行政情報等の喪失による

行政機能等のマヒ 

【経済・産業】

○情報寸断やデマによる混乱発

生 

○交通ネットワークの寸断によ

る救助活動等の遅れ 

○防災中枢の被災・情報寸断に

よる応急活動の遅れ 

間接被害（二次災害） 

域内

○国の行政機関等の庁舎お

よび職員の被災 

○情報機器の被害、行政情報

等の喪失 

【政治・行政】【経済・産業】 
○首都地域に集中する本社等

の建物被害災 

○オフィス内の情報機器等の

被害 

○首都地域に集中する製造拠

点及び研究施設の被災 

○業務に必要な情報の喪失 

【人命・生活】

交通・ライフライン・情報通信被害 
○首都地域に集中・収束する交通ネットワークの寸断 
○首都地域を中心に全国・世界に展開する情報ネットワークの寸断 
○首都地域に集積する電気・ガス、水道等のライフライン施設の被災 

○過密に集積した地域での被災 

○耐震化の遅れ、老朽木造住宅密

集地の連担等による被害拡大 

○高層ビル・地下街等における被

害拡大 

○昼間滞留者の被災者が大量発

生 

○コミュニティ衰退による地域

防災力の低下 

直接被害（一次災害） 

全国及び海外への波及影響 
【人命・生活】 【経済・産業】 【政治・行政】

○全国・海外と結ばれている金

融中枢機能の支障による各種

産業への影響 

○本社被災による全国の支店に

おける意思決定機能の喪失 

○交通・情報通信ネットワーク

の寸断に伴う国内外への経済

被害の波及 

○経済活動の低迷による証券市

場等への影響 

○行政中枢の被災による全

国の地方行政等への影響

○復旧・復興のための国家財

政への負担の増大 

○混乱状態の継続による国

際社会における地位の低

下の恐れ 

○情報不足による安否確認への

支障 

○全国的な物資不足による物価

高騰の恐れ 
 



  
（２）人命・生活に関わる課題

(1) 直接被害（一次災害） 

①過密に集積した地域での被災 

首都地域の人口は約 3,300万人と日本の人口の約 4分の 1を占めており、人口密集地が

広範囲に広がっている。このため地震時の人的被害や市民生活への影響は、他地域をはる

かに上回る規模になると想定される。 

 

 

約３､300 万人 

26% 
圏域別の人口シェア【２０００】

54%
13%

7%

首都地域(１都３県) 関西圏 名古屋圏 地方圏

 

 

②耐震化の遅れ、老朽木造住宅密地の連担等による被害拡大 

首都地域では 1980 年以前(旧耐震基準)に建築された住宅が約 513 万戸残っており、耐

震化が遅れている。また、老朽木造住宅密集地は行政区域を越えて広範囲にわたり連担し

ており、大量の建物倒壊による被害や火災延焼被害の拡大が懸念される。 

東京都周辺部には耐震性に課題のある老朽木造住宅密集地が 6,000ha 存在し、全国

25,000ha のうちの 24％にのぼる。一方で、火災延焼を防ぐことの出来る公園面積は全国

に比べて小さく、この点からも延焼被害の拡大の可能性が大きいことが指摘される。 

 

○老朽住宅密集地の分布 

 

（出典「防災都市づくり推進計画」（東京都、平成９年））  



○首都地域における住宅の建築年代別構成比の推移 

28% 15% 26% 28% 3%

35% 17% 21% 22% 5%

49% 20% 15% 13% 3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1998年

1993年

1988年

80年以前木造 80年以前非木造 80年以降木造 80年以降非木造 不詳

老朽住宅
約513万戸(約43％)

 

出典：総務省「住宅・土地統計調査」(S63,H5,H10)をもとに国土交通省国土計画局作成 

 

※1  首都地域：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 
※2  木造：  木造、防火木造 
     非木造：鉄骨コンクリート造、フロック造、鉄骨造など 

 

○ 一人あたり公園面積 

地区
一人当たり
公園面積

東京特別区 3.0 ㎡/人

政令市 6.0 ㎡/人

埼玉県 5.4 ㎡/人

千葉県 5.3 ㎡/人

東京都 6.4 ㎡/人

神奈川県 4.4 ㎡/人

全国 8.8 ㎡/人



③高層ビル・地下街等における被害拡大 

高層ビル、地下街、ターミナル駅等不特定多数の者が利用する都市の施設等では、路上

への落下物や自販機等の設置物の転倒による被災、火災、建物内設置物の転倒による被災、

地下街の停電や出入り口の損傷等に伴なう混乱の発生など、様々な被害発生危険性がある。 

 

○不特定多数の人の大量集積による被害拡大の危険 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高層ビル 

地下街 商業繁華街 

ターミナル駅

ビル内設置物転倒による被災 
高層階からの避難困難 
ビルからの落下物による被災 
 
   都庁展望室  約 6000人/日 
   丸ビル      約 6.5万人/日

店舗倒壊による被災 
商店街の火災延焼 
店舗ビルからの落下物による被災 

大量の帰宅困難者の集中および混乱 
 
   新宿駅ピーク時  4.1万人/15分
   東京駅ピーク時  3.1万人/15分
   池袋駅ピーク時  2.7万人/15分

出火、停電による混乱 
出入口遮断によって閉じ込められ

た被災者の大量発生 
 
   横浜駅地下街   13万人 
 (ポルタ、ダイアモンド；16時台)

ゼロメートル地域の浸水 
 
    臨海副都心   8.6万人
    (パレットタウン；ピーク時) 
    関東平野南部  124km2
    (朔望平均満潮位以下) 

臨海地域 



④昼間滞留者の被災者が大量発生 

首都地域は広範囲にわたって企業や学校の集積度が高く、昼間時には大量の滞留者が存

在する。そのため地震時における被災や交通機関の停止に伴なう大量の帰宅困難者の発生

をはじめ様々な問題が発生する恐れがある。 

 

東京特別区部への通勤・通学者の流入 

 

昼間滞留者数 約３５０万人 
 
⇒被災時の混乱 
帰宅困難者の発生 
避難場所不足 
食料、生活必需品不足 
ターミナル駅等での混乱 

（出典）平成１２年 国勢調査より 
 

 
  

昼間滞留者 約１３０
大阪市への流入
万人 
名古屋市への流入
 

昼間滞留者 約５０万人 

※平成１２年 国勢調査より 



⑤コミュニティ衰退による地域防災力の低下 

首都地域をはじめとする大都市圏においては、単身者の増加やマンション住まい等によ

り、地域におけるコミュニティの衰退が顕著であり、災害時における住民同士の効果的な

助け合いが期待できない状況である。 

 

○何か社会のために役立ちたいと思っていること（複数回答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自主防災活動や災害援助活動 

36.8%

36.3%

33.9%

21.5%

18.9%

18.6%

16.8%

15.9%

15.4%

14.7%

13.2%

10.7%

9.2%

8.6%

1.1%

2.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

町内会などの地域活動

自然・環境保護に関する活動

社会福祉に関する活動

自分の職業を通じて

体育・スポーツ・文化
に関する活動

家事や子どもの養育を通じて

保健・医療・衛生に関する活動

自主防災活動や災害援助活動

募金活動、チャリティーバザー

交通安全に関する活動

青少年健全育成に関する活動

公共施設での活動

国際交流に関する活動

人々の学習活動に関する指導、
助言、運営協力などの活動

その他

わからない

（「社会意識に関する世論調査」（内閣府、平成１２年１２月）より作成） 



(2) 間接被害（二次災害） 

①情報寸断やデマ等による混乱発生 

被災により放送機能に支障が生じた場合、情報が寸断され、デモなどの不正確な情報が

発信される危険性がある。これにより不適切な避難行動の発生、場合によっては治安の悪

化等の混乱が発生する危険性がある。また、適切な情報提供ができないことにより、一部

の避難所や医療施設への患者の集中などのアンバランスが生じる危険性もある。 

 

②交通ネットワークの寸断による救助活動等の遅れ 

首都地域の住宅地は幹線道路から数段階で分岐した小さな道路網の上に立地している

ことが多く、かつ迂回路がない場合が多い。そのため、幹線道路や支線道路が寸断される

と大規模な渋滞が生じたり、救助活動に大きな支障が生じたりする恐れがある。 

 

③防災中枢の被災・情報寸断による応急活動の遅れ 

政府や各都県の防災中枢が被災したり、情報の伝達手段が寸断されたりすると、現地情

報や活動指令が伝わらず、域内の応急活動のみならず全国からの応援等に遅れが出る恐れ

がある。 

 

 

(3) 全国及び海外への波及影響 

①情報不足による安否確認への支障 

被災地の外側から首都地域への通信が困難となるため、首都地域に滞在中の家族、知り

合い、職員等の安否確認が阻害される。 

 

②全国的な物資不足による物価高騰の恐れ 

首都地域内における製造ラインおよび配送機能がマヒした場合、生活関連型の物資等が

各地に供給されず、全国的な物資不足に陥る恐れがある。 

また、物資不足や情報混乱によって、国内の物価の高騰に波及していく可能性もある。 

 



（３）経済・産業面における課題 
 

(1) 直接被害（一次災害） 

①首都地域に集中する本社等の建物被害 

首都地域には国内の事業所の約 30％が集中しており、本社等が首都地域に存在する事業

所(支所・支店等)は約 40％となっている。そのため、被災による建物被害は相当のものに

昇ると考えられる。 

 

②オフィス内の情報機器等の被害 

首都地域のワークスペースは従業者数 1200 万人を超える大容量のものであるため、オ

フィス内における基幹業務システムや情報通信機器は大量かつ大規模となっている。その

ため、被災による情報機器等の被害は他地域に比べて大きなものとなると考えられる。 

 

○ 地域別の事業所数の割合 

首都地域
29%

その他地域
71%

事業所数

全国 2,662,940 100.0%

首都地域 778,416 29.2%

埼玉県 125,610 4.7%

千葉県 96,367 3.6%

東京都 396,990 14.9%

神奈川県 159,449 6.0%

その他地域 1,884,524 70.8%
 

平成 13年  事業所・企業統計 
 

○ 本社等の所在地別の支所・支店事業所数の割合 

その他地域
61%

首都地域
39%

事業所数

全国 1,045,340 100.0%

首都地域 407,833 39.0%

埼玉県 32,799 3.1%

千葉県 26,822 2.6%

東京都 299,023 28.6%

神奈川県 49,189 4.7%

その他地域 637,507 61.0%
 

平成 13年  事業所・企業統計 



③首都地域に集中する製造拠点及び研究施設の被災 

首都地域は千葉県や神奈川県に日本有数の大規模な臨海工業地域を擁しており、電気機

械等の加工組み立て型製品や食品・利用品等の生活関連型製品を生産する工場が多く立地

し、国内および海外に対して大量の製品を供給している。これらが被災した際の影響は全

国および世界の生産活動に波及影響する。 

 

○ 全国的に見た首都地域の各都県の製造業規模 
順位 工場数 順位 工場従業者数(人) 順位 製造品出荷額等(百万円)
1 大 阪 29,638 1 愛 知 812,320 1 愛 知 34,536,352
2 東 京 27,066 2 大 阪 614,077 2 神奈川 19,862,447
3 愛 知 25,994 3 東 京 524,586 3 大 阪 17,278,400
4 埼 玉 17,483 4 神奈川 478,223 4 東 京 16,568,630
5 静 岡 14,630 5 埼 玉 456,493 5 静 岡 16,186,259

7 神奈川 12,600 10 千 葉 244,642 6 埼 玉 13,939,813
13 千 葉 7,630 8 千 葉 10,885,200  

2001年  工業統計   
 

○ 産業類型別製造品出荷額等 
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埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県

(兆円)

生活関連型産業 基礎素材型産業 加工組立型産業

生活関連型産業
  食糧、飲料、繊維、衣服、家具、
  出版、皮革等

基礎素材型産業
  木材、紙・パルプ、化学、石油、
  プラスチック、ゴム、窯業、鉄鋼、
  非鉄金属、金属

加工組立型産業
  一般機械、電気機械、輸送用
  機械、精密機械

 
2001年  工業統計                 

 

 

④業務に必要な情報の喪失 

首都地域では、各産業の本社機能の集積が高いため各企業の社内情報・顧客情報が多く

集積している。また、情報関連企業や情報提供型のサービス業の集積が高いため、付加価

値の高い情報が多く、地震により情報が喪失したときの経済的な影響は大きい。 

 



(2) 間接被害（二次災害） 

①大量の従業者の被災による企業活動の機能支障 

首都地域における従業者約 1200 万人が被災した場合、各企業の労働力は低下し企業活

動への影響は大きなものとなる。 

 

○ 首都地域における従業者数 

1,824,115 1,480,404
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2,473,991
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埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県

 
平成 13年  事業所・企業統計 

 

②ライフライン寸断による製造ラインの機能停止 

首都地域の工業では電力、ガス、水道等の多くを自地域内から調達している。そのため、

首都地域においてライフラインが寸断されると多くの工場において製造不能に陥るもの

と想定される。 

 

○ 東京電力の主な火力発電所とその能力 
認可最大
出力千kW

千葉 千葉県千葉市中央区蘇我町2 2,880 LNG

五井 千葉県市原市五井海岸1 1,886 LNG・重油・原油・NGL

姉崎 千葉県市原市姉崎海岸3 3,600 LNG・重油・原油・ＬＰＧ他

袖ヶ浦 千葉県袖ヶ浦市中袖2の1 -- 重油・原油

川崎 神奈川県川崎市川崎区千鳥町 1,050 LNG

横浜 神奈川県横浜市鶴見区大黒町11 3,500 LNG・重油・原油・NGL

南横浜 神奈川県横浜市磯子区 1,150 LNG

東扇島 神奈川県川崎市川崎区東扇島 2,000 LNG

鹿島 茨城県鹿島郡神栖町大字東和田 4,400 重油・原油

大井 東京都品川区八潮1の2の2 1,050 原油

広野 福島県双葉郡広野町大字下北迫 3,200 重油・原油・天然ガス・NGL

品川 東京都品川区東品川5の6の22 380 LNG

八丈島 東京都八丈島八丈町中之郷 3.3 地熱

発電所名 所在地 使用燃料

 



③交通ネットワークの寸断による緊急物資等の配送機能停止 

首都地域の交通ネットワークは東京都心部に向かって集中している。このため首都地域

が被災した場合、各地からの緊急物資の輸送機能および被災各地への配送機能に支障が出

る恐れがある。 

 

 
※平成８年 国土庁「交通システムの信頼性向上に関する調査」より 



(3) 全国及び海外への波及影響 

①全国と結ばれている金融中枢機能の支障による各種産業への影響 

東京都心部は大手金融機関の本社機能や証券取引所などの金融中枢機能が一極集中し

ており、国内の企業間取引に加えて国際間の取引が日常的に発生している。地震によりこ

れらの機能に著しく支障が生じた場合、国内外の経済への波及影響が生じ、日本発の世界

恐慌のきっかけともなりかねない。これによりわが国経済の国際的な信用の失墜による地

位の低下にもつながことも考えられる。 

 

○証券取引所別株式売買高（１９９９年） 

大阪
9%

名古屋
3%

その他
0%

東京
88%

１７５４億株

 
出典）財政金融統計月報 

 

○全国への波及イメージ 
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小売小売

研究所研究所

土木・建設土木・建設

医療医療

製造製造

 



②本社被災による全国の支店における意思決定機能の喪失 

首都地域には資本金 50 億円以上の大手企業の本社・本店の約 6 割が集積しており、全

国各地に分散している支店への意思決定機能が集中している。そのため、首都地域の本

社・本店の営業が停止すると、全国各地の支店における活動に支障が生じる可能性が高い。 

 

【資本金１億円以上１０億円未満】 

本社・本店の立地状況シェア

14%

48%

32%

6%

首都地域(１都３県) 関西圏 名古屋圏 地方圏

２０００年

 

 

【資本金５０億円以上】 

本社・本店の立地状況シェア

61%

5%

16%

18%

首都地域(１都３県) 関西圏 名古屋圏 地方圏

２０００年

 
首都地域：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県  
関 西 圏：京都府、大阪府、兵庫県  
名古屋圏：愛知県、三重県  
地 方 圏：上記以外の区域  
  
※国税庁「国税庁統計年報書」より 



③交通・情報通信ネットワークの寸断に伴う全国への経済被害の波及 

【交通ネットワークの寸断】 

国内の交通ネットワークは東京を中心に放射状に広がっており、物流および人流の発

着点であると同時にハブ機能をも有している。地震被害により道路・鉄道等の交通ネッ

トワークが遮断されることになると、首都地域発着の便だけではなく、首都地域を横断

するようなルートも迂回を余儀なくされることになり、人流・物流にも大きな影響が出

ると考えられる。 

また、東京港、横浜港の国際海上コンテナ取扱い量はわが国全体の約３割を担ってお

り、海外との玄関口でもある港湾や空港へのアクセスが遮断されると、日本発着の輸送

網に大きな支障が生じることになる。輸出入への影響が拡大した場合、企業活動の支障

も長期化し、日本の経済・産業の国際的な地位の低下も懸念される。 

 

他地域への交通ネット
ワークが寸断される

港湾や空港へのアク
セス手段の寸断

他地域への交通ネット
ワークが寸断される

港湾や空港へのアク
セス手段の寸断

 



【情報通信ネットワークの寸断】 

金融機関や各種産業のホストコンピューターセンターが東京圏に一極集中しており、

他にバックアップ体制を持たない場合も依然として多く、局所的な被災が全国に波及影

響を及ぼす危険性を有している。 

また、インターネットを利用した企業間取引が飛躍的に発展している一方で、これら

を活用する企業の危機管理対策は必ずしも十分とはいえず、これまでの地震被害想定の

検討ではまったく考慮されてこなかった影響事象の発生も想定しうる。 

 

※
 地図上の情報インフラ施設の位置は日本最大規模の IIJ のネットワーク

オペレーションセンターの事例による
及

社会的混乱の発生 
・インターネットのサ

ーバダウンに伴う情

報の不足 

応急活動への支障 
・防災情報網寸断に伴

う応急活動支障 
経済への影響 
・金融機能の麻痺、ネ

ット上の企業間取引

の停止 
ホストコンピューター被災時の全国への波



④経済活動の低迷による証券市場等への影響 

首都地域は日本の経済活動の中心地であるため、影響が長期化すると証券市場への影響

も大きくなる恐れがある。 

ニューヨークで発生した同時多発テロの場合には、テロ発生日から４営業日の間取引が

中止となり、再開後２日間で約１５％の下落率となった。影響の回復には約１ヶ月間を要

し、世界の株式市場にも大きな影響を与えた。 

 

 

○ニューヨーク同時多発テロの株価への影響 
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（４）政治・行政等における課題  

(1) 直接被害（一次災害） 

① 国の行政機関等の庁舎および職員の被災 

首都地域で地震が発生した場合は、国家の政治・行政に関わる重要施設が直接被害を受

け、非常参集要員を含む多くの職員が被災を受けることになる。 

 

 

【阪神・淡路大震災の際の参集状況等】 

 ○兵庫県：職員 3000人中、100名が被災 

      10:30  消防防災課に２～３名 

      15:00  消防防災課に約半数    県全体では約 40％ 

 

 ○神戸市：職員 2万人中、約 7000世帯が被災、15人死亡 

      当日夕刻  約 40％ 

      翌日   約 55％ 

      翌々日  約 60％ 

 

 

 

【阪神・淡路大震災の際の庁舎被害の影響】 

 ○神戸市水道部 

    ・水道局庁舎が圧潰し、水道管復旧のための図面が取り出せず、 

     復旧に支障をきたした 

    ・東部営業所、西部センターにも被害を受けたため情報の収集や 

     伝達に大きな支障を生じた 

 

 

 

② 情報機器の被害および行政情報等の喪失 

国の行政機関等の庁舎では他機関や地方公共団体等をネットワークで結んでいるため、

高額な情報機器が多数集積している。また常時扱っている情報や保存されている情報は重

要かつ膨大なものであり、これらが被災・喪失することによる被害は計り知れないものと

なる。 



(2) 間接被害（二次災害） 

① 国の中枢の被災による政治・行政機能の停滞 

国の中枢の施設及び職員が被害を受けることにより、国会等における政治機能や各省庁

の行政機能が停止する恐れがある。 

とくに国の防災活動の拠点となる中枢が被害を受けることにより、応急対策に関わる指

揮に遅れが生じ、救助・救急を含むあらゆる緊急活動が支障を受ける可能性がある。 

 

② 情報の寸断等による意思決定の遅れ 

被害状況を収集・伝達するための防災情報網が寸断された場合は、情報不足のために、

迅速かつきめ細かな対応が困難となり、応急活動全般に支障が生じる。 

 

③ 行政情報等の喪失による行政機能等のマヒ 

国の行政機関等の庁舎が直接被害を受けることにより、重要書類や電子情報が喪失する

危険性があり、国家の運営に関わる諸機能の麻痺を招きかねない。 

 

 

＜政治・行政機能の被災による被害の波及＞ 

 

 

 
・国家の運営に関わる諸機能の麻痺（立法・行政・司法）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応急活動への支障 
・国の防災中枢の被災による

緊急活動機能の麻痺 
・防災情報網寸断に伴う応急

活動支障 
・応急活動の指揮の遅れによ

る人命被害への影響 

復旧・復興活動への支障 
・緊急を要する災害対策のた

めの補正予算・法律案審議

に支障 
・復旧・復興の遅れによる多

大な経済被害への発展 

域外・海外への波及 
・行政情報へのアクセス困難

による地方行政への影響 
・報道機能の支障に伴う全国

からの支援活動への影響 
・国家運営機能麻痺に伴う我

が国の社会的信用の失墜 

 
 



(3) 全国及び海外への波及影響 

①行政中枢の被災による全国の地方行政等への影響 

国の行政機能が停止した場合、都道府県や地方自治体においても、情報伝達や意思決定

の面で大きな影響が生じることが懸念される。 

 

②復旧・復興のための国家財政への負担の増大 

国の施設の復旧の他、被災した地域への復旧・復興のための財政補助が必要となるため、

国家財政の負担は甚大なものになると想定される。 

 

③混乱状態の継続による国際社会における地位の低下の恐れ 

首都地域が被災した場合、経済機能や行政機能の被害は甚大なものとなるため、復旧ま

での混乱状態が長期化する恐れがある。混乱状態が長期化するほど、他国への波及は拡大

する可能性もあり、国際的な地位が低下する恐れもある。 
 
 



 

 

 

 

資料４ これまでの政府等の取り組みと課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○国の被害想定 
 
 

 
 

 
 
 
 

１．手法等 

・関東大地震（

などの痕跡等

・推計結果から

被害、津波被

実施。 

 
 
 

２．被害想定 

●想定地震 1923年
震源域  相模湾

る断層

 規模   マグニ

  

 

八丈島

神津島

大島

三宅島

利島

新島

御蔵島

青ヶ島

八丈島

青ヶ島

御蔵島

三宅島

神津島
利島

新島

大島

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．被害想定結

項目 

 

火災による焼失 

死者 

 
 
揺れ・液状化に 
よる建物大破 

 

負傷者 

人的被害 

 

 （１）被害想定について（昭和６3年旧国土庁）

1923）での揺れと建物倒壊の関係等から地震動や液状化を推計したものと、津波
から作成した震源モデルをもとに数値解析によって推計。 
、人的被害（死者、負傷者）、建物被害（木造、非木造建築物の大破、中破）、火災

害、交通・輸送関係施設の被害、ライフライン被害、中枢機能被害について想定を

●発生ケース 

 ケース１ ケース２ ケース３ 

季  節 冬 同左 秋 

時  刻 午後５時頃 午前２時頃 正午頃 

風  速 ４m/s 同左 10m/s 

関東大地震 

（金森・安藤(1973)によ 
モデル） 

チュード7.9 

40km0 20

加速度(gal)

４００～   (619)
３２０～４００  (2079)
２５０～３２０  (2235)
１４０～２５０  (6542)
　８０～１４０  (1999)
　　　～　８０   (126)

【地表加速度分布】 

果の概要 

ケース１（冬の夕方） ケース２（冬の深夜） ケース３（秋の正午） 

約３９万棟 

約２６０万棟 約９８万棟 約２５７万棟

約１５万人 約８万人 約１５万人

約２０万人 約１２万人 約２１万人 



○８都県市の被害想定 

■ ４県の被害想定 

調査自治体 東京都（平成９年） 神奈川県（平成１１年） 千葉県（平成８年） 埼玉県（平成１０年） 

直下地震：４ケース 

① 区部直下 

② 多摩直下 

③ 神奈川県境直下 

④ 埼玉県境直下 

直下地震：２ケース 

① 神奈川県東部地震

② 神奈川県西部地震

活断層地震：１ケース 

③ 神縄・国府津－松

田断層帯地震 

 

 

直下地震：４ケース 

① 県北西部直下 

② 県北東部直下 

③ 県西部直下 

④ 県中央部直下 

 

過去の被害地震：１ケース 

① 西埼玉地震 

活断層地震：１ケース 

② 綾瀬川断層 

直下地震：１ケース 

③ 東京－埼玉県境下 

 

想定地震 

◆多数の震源案を検

討した上でゆれの

パターンの特徴が

異なる４つの直下

型の震源を選択 

 

◆①は県庁直下での発

生を想定 

◆②は小田原付近を中

心とする神奈川県西

部での発生を想定 

◆上記３ケースのほか、

プレート境界型とし

て、東海地震、関東大

地震再来型の２ケー

スについても想定 

◆上記４ケースのほか、

プレート境界型とし

て、東海地震、元禄地

震再来型、関東大地震

再来型の３ケースに

ついても想定 

◆③は、東京都への通勤者が

多い埼玉県の特徴を考慮

し、東京都（平成９年）で

想定された「埼玉県境直

下」の震源を採用 

◆上記３ケースのほか、南関

東地震（プレート境界型）

についても想定 

 

マグニチュ

ード 

直下型：全てＭ７．２ 直下型：全てＭ７クラス

活断層地震：Ｍ８クラス

直下型：全てＭ７．２ 

 

西埼玉地震：Ｍ６．９ 

綾瀬川断層：Ｍ７．４ 

県境下：Ｍ７．２ 

被害最大と

なるケース 
①  区部直下 

③  神縄・国府津－松田

断層帯地 
④  県中央部直下 ②  綾瀬川断層 

震度 ４～６強 ６弱～７ ５弱～６強以上 ～７ 

計算範囲 都内全域 県内全域 県内全域 県内全域 

建物全壊棟

数 
42,932棟 410,000棟 23,400棟 115,278棟

焼失棟数 378,401棟 － 87,300棟 136,852棟

死者数 7,159人 7,600人 7,300人 9,759人

重傷者数（負

傷者数） 
17,438人 6,600人 12,900人 5,522人

避難者数（罹

災者数） 
2,330,328人 1,400,000人 407,364人 1,301,905人

被害額 － － － 113,494.8億円

※ 被害量は最大ケースによるもの 

※ 備考 

  東京都：建物被害は揺れと液状化によるもののみ 

  千葉県：建物全倒壊数は、大破（そのままでは住めない状況の建物）に該当するものを掲載 

  埼玉県：人的被害には鉄道による人的被害（危険側予測結果）を計上、被害額は建造物の直接被害額のみ 

    神奈川県：建物全壊棟数には、大破（そのままでは住めない状況の建物）に該当するものを掲載 



■ ４市の被害想定 

調査自治体 川崎市（平成９年） 横浜市（平成１２年） 千葉市（平成７年） さいたま市（平成１３年）

活断層地震：１ケース 

① 立川断層 

直下地震：１ケース 

② プレート間地震 

直下地震：１ケース 

① 神奈川県東部地震 

活断層地震：１ケース 

② 神縄・国府津－松

田断層帯地震 

直下地震：１ケース 

① 千葉市直下 

 

 

活断層地震：１ケース 

① 綾瀬川断層 

直下地震：１ケース 

② 東京－埼玉県境下 

 

想定地震 

◆②は、フィリピン海

プレート上面で発生

すると考えられる地

震 

◆上記のほかに、昭和

63 年に、東海地震、

関東大地震再来型

（いずれも巨大海溝

型地震）の想定を実

施 

◆「神奈川県地震被害想

定調査報告書」(H11)

の断層モデルに基づ

き、市の独自データを

加えて「地震マップ」

（H12）と「液状マッ

プ」(H13)を作成 

◆被害想定については

平成１６年度に実施

予定 

◆上記２ケースのほか、

東海地震、関東大地震

再来型についてもマ

ップを作成 

◆上記のほか、平成２年

に関東大地震再来型

（巨大海溝型地震）に

ついても想定 

◆「埼玉県地震被害想定調

査報告」(H9)の断層モデ

ルに基づき、市が独自に

収集したデータを加え

て計算 

◆②は、フィリピン海プレ

ート上面で発生すると

考えられる地震 

マグニチュ

ード 

活断層地震：Ｍ６.６ 

直下地震：Ｍ７.０ 

直下地震：Ｍ６.５ 

活断層地震：Ｍ８クラス

直下地震：Ｍ７.２ 

 

活断層地震：Ｍ７.４ 

直下地震：Ｍ７.２ 

被害最大と

なるケース 
② プレート間地震 ① 神奈川県東部地震  ① 千葉市直下 ①  綾瀬川断層 

震度 ５強～６弱 ５強～６強以上 ６弱～７ ６弱～７ 

計算範囲 市内全域 市内全域 市内全域 市内全域 

建物全壊棟

数 
10,400棟 31,000棟 7,100棟 11,900棟

焼失棟数 57,300棟 88,000棟 26,400棟 5,500棟

死者数 3,200人 1,200人 2,600人 1,200人

重傷者数 

（負傷者数） 
3,800人 1,300人 31,900人 1,600人

避難者数 

（罹災者数） 
212,000人 530,000人 217,400人 173,500人

被害額 － － － － 

※ 被害量は最大ケースによるもの 

※ 備考 

  横浜市：被害想定の数値は、『神奈川県地震被害想定調査報告書（平成11年３月）』に基づく。 

      うち、「建物全壊棟数」は、「大破（そのままでは住めない状況の建物）」に該当するもの 

  さいたま市：「焼失棟数」「死者数」「重傷者数」「避難者数」は『冬・夕方』を条件として算出 



【埼玉県】 

 
出典：『埼玉県地震被害想定調査報告書』埼玉県 

（平成 10 年 3 月） 

 

 

【千葉県】 

 
出典：『千葉県地震被害想定調査結果(概要版)』 

 千葉県総務部地震対策課（平成 10 年） 

 

【東京都】 

 
出典：『東京における直下地震の被害想定に関す 

る調査報告書（被害想定手法編）』東京都 

（平成 9年 8月） 

 

【神奈川県】 

 

○首都地域８都県市の被害想定が対象とする想定震源断層（直下型）位置図 

出典：『神奈川県地震被害想定調査 手法編報告書』

神奈川県地震被害想定調査委員会 

（平成 11 年 3 月） 



【さいたま市】 

 
出典：『さいたま市被害想定業務報告書』 

   さいたま市（平成 14 年 3 月） 

 

 

【千葉市】 

 
出典：『平成 7年千葉市直下型地震対策調査 報告書

（概要版）』千葉市（平成 8年 3月） 

 

【川崎市】 

 
出典：『川崎市地震被害想定調査報告書』川崎市 

  （昭和 63 年、平成 9年） 

 

 

【横浜市】 

 
出典：『横浜市地震マップ』（平成 12 年）、『液状化

マップ』（平成 14 年） 

 



■ 南関東地域の地震対策の充実

（２）南関東の地震対策  

・阪神・淡路大震災の教訓から、より具体性・実効性のある地震防災体制の構築

の必要性 

・平成10年６月、大都市における震災対策について基本的な考え方や検討の方向

を示した提言（中央防災会議 大都市震災対策専門委員会） 

・この提言を受け、「南関東地域直下の地震対策に関する大綱」・「南関東地域

震災応急対策活動要領」を見直し 
 

○南関東地域直下の地震により著しい被害を生じるおそれのある震度Ⅵ相当

以上になると推定される地域の範囲(大綱の対象地域) 

 

(出典｢中央防災会議地震防災対策強化地域指定専門委員会検討結果報告｣、平成４年８月21日) 



①南関東地域直下の地震対策に関する大綱について 

平成４年８月策定 平成10年６月改定  

  

  
 
 
 
 
 
 
 
 

 
● 対象地震 直下の地震 
● 対象地域 １都３県＋茨城県、山梨県、静岡県の一部 
● 位置付け 
発生の切迫性が指摘されている南関東地域直下の地震により著

しい被害が生じるおそれのある範囲において、災害発生前の予防

対策から災害発生後の応急対策活動までを含めた総合的な震災対

対象地震等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑥調査研究の推進・防災対策への活用 

   ・東海地域と並び歪み計・海底地震計などを設置し観測態勢の充実 

 

①地震に強い南関東地域の形成 

   ・浦和・大宮地区の防災拠点化 

・横浜海上防災基地の整備 

②応急対策の備えにおける連携推進 

   ・地域防災業務計画での連携の充実 

   ・直下型地震を想定した地域防災計画の策定（東京や横浜など） 

③実践的備えの推進（参集対策等） 

   ・震度５強での参集（他の地域より１ランク厳しい対応） 

   ・閣僚や非常災害対策要員の自衛隊ヘリを使った参集制度 

④初動対応、情報・広報活動、救助・救急活動、医療活動等分野ごとの備え 

   ・個々の活動ごとのアクションプランの策定 

⑤特殊な機能に対する配慮（行政機能の被災対策・国際交流・経済機能の被災対策）

 ・立川広域防災基地の整備 

主な内容  

 
 
 
 
 
 
 

● 拠り所となる地震被害の全体像が定量的に描かれていない 
● 予防及び応急対策の定量的な目標設定や実現方策及び年限、期待される効果

に関する具体的な検討などが不十分 
● 首都機能確保対策について、具体的な対策に十分結びついていない 
・ 政治、経済、金融システムの確保 等 

●特に経済機能に関して、企業における対策の検討が不十分 

課題  



②南関東地域震災応急対策活動要領について 

    昭和63年12月策定 平成10年６月改定 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 対象地震 関東大地震タイプ 
● 対象地域 １都３県 
● 位置付け 
我が国の政治・経済の中心であり人口・諸機能の集積が著しい関東地域に大

規模な地震が発生した場合に、緊急対策本部を中心に関係機関が総合的な応急

対策活動を的確に実施する場合の手順・役割分担を定めるもの。 

対象地震等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急災害対策本部を中心に策定する応急

計画策定上の手続きや留意点を明確化 

 
● 具体的な被害想定に基づく活動内容・活動量が設定されていない 
● 首都直下地震にも適応できるかの検討 
● 現地本部の活動、基幹的広域防災拠点を踏まえた計画としておく必要 
● 実動機関への活動需要と能力等を踏まえ、限られた要員や資機材の配分等に

つき具体的な検討（いつ、誰が、どこで、何を、どの程度）が必要 
● 防災・政治・経済の中枢機能が被災した場合に備え、被害を最小限に抑える 

課題  

 

 

①緊急輸送 

②救助、救急、医療活動 

③食料、飲料水及び生活必需品の調達 

④広域的避難 

⑤保健衛生、防疫、遺体処理 

⑥ボランティアの受け入れ    等 

 

主な内容  



○災害発生時における政府の応急対応の流れ 

災害発生時に、官邸への迅速な報告連絡を行うため、 

◆内閣情報調査室を情報伝達の窓口とした（平成７年）。 

◆内閣情報集約センターが設立された（平成８年）。 

さらに、社会的影響の大きい突発的災害が発生した場合、内閣とし

ての初動措置を迅速に始動するため、 

◆関係省庁の幹部が官邸に緊急参集し、情報集約を行うこととし

た（平成７年）。  
 
 
 
○災害発生時における内閣府の応急対応 

 
 

大規模地震発生

地震情報受信 

地震情報の受信・連絡 
・24時間体制 
・一斉連絡、非常参集 

・情報対策室の設置
・情報先遣チームの派遣 
・ＥＥＳの自動稼働 

被害状況等の情報収集・集約
・ＥＥＳによる被害推計情報 
・被害の概括的情報 
・航空機による目視情報 
・公共機関の第１次情報 
・ヘリテレ等画像情報 

官邸、関係機関への情報連絡
・総理、官房長官、官房副長官、
内閣危機管理監 
・内閣情報集約センター 
・関係省庁 

情報受理 
（内閣府と同じ情報）

被害規模の把握 

災害対策関係省庁連絡会議 

本部設置方針の可否
及び今後の方針の決定

（閣僚の参集場所） 
以下の順序に基づき内閣官房長官等が決定 
1)官邸、2)内閣府（合同庁舎５号館）、3)防衛庁、
4)立川災害対策本部予備施設 

緊急参集チームによる情報集約 
政策統括官（防災担当） 
（官房副長官（事務）、危機管理監、関係省庁）

内閣総理大臣 

本部設置 
（分野別班編成）

・非常災害対策本部（本部長：防災担当大臣、副本部長：内閣府副大臣） 
・緊急災害対策本部（本部長：内閣総理大臣、副本部長：防災担当大臣） 
（＊著しく異常かつ激甚な災害の場合） 

本部運営
（各省庁の対策とりまとめ、総合調整） 
・政府調査団の派遣（団長：非常（緊急）災害対策本部長） 
・現地対策本部（本部長：内閣府副大臣）の設置・運営 

内閣総理大臣 

閣 議決 裁 

内閣情報集約センター

（首都直下型等大規模地震発生時）

（大規模地震発生時） 

（非常本部の場合） 

了解・指示 

（緊急本部の場合）

意見具申 

 

（内閣府） （内閣官房） 

[参集基準] 
・通常震度６弱 

・23 区内５強 

 

[情報把握] 
・EES による推計 

 

 [参集場所] 
・被害状況を勘案し

４箇所から選択 

 
 



○海外の再保険会社による大都市の災害危険度の評価 

◆ミュンヘン再保険会社（ドイツ）は、東京・横浜が世界主要50

都市の中で最も災害危険度が高い都市であると評価している。 

◆耐震化対策の推進、適切な被害想定の実施等により、国家の信頼

性評価を高めることが望まれる。  
 
 
 
 
ミュンヘン再保険会社による大都市の災害危険度指数 

 

 
 

注）Hazard：地震、台風等、水害、その他（火山災害、山林火災、寒ばつ等）の発生危険性。 

  Vulnerability：脆弱性。住宅の構造特性、住宅密度、都市の安全対策水準の３指標から構成。 

  Exposed values：経済上の影響規模に関連する指標。各都市の家計、経済水準等に基づく。 

 

出典）”topics annual review : natural catastrophes 2002” Munchener Ruck Munich Re Group 



 
 

注）Hazard：地震、台風等、水害、その他（火山災害、山林火災、寒ばつ等）の発生危険性。 

  Vulnerability：脆弱性。住宅の構造特性、住宅密度、都市の安全対策水準の３指標から構成。 

  Exposed values：経済上の影響規模に関連する指標。各都市の家計、経済水準等に基づく。 

 

出典）”topics annual review : natural catastrophes 2002” Munchener Ruck Munich Re Group 



 

 

 

 

資料５ 本専門調査会の今後の進め方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 
 
 

1５年度 

 

＜直下の地

○複数ケー

○経済的被

○行政、経

○その他（

＜直下地震

○首都地域全

○災害発生時

＜首都地

○国と８都

○人的被害

○企業の防

1６年度 

第１回専門調査会開
¾ 検討の方向性 

¾ 首都直下地震及び

課題 

年度内に３～４回開

¾ 各分野での方向性検
分野の地震対策など、

各委員からご紹介頂き

¾ 直下地震の防災対策

「南関東

「南関東
 
 
 

（１）今後の検討の流れについて 

震に関する被害想

スを設定し、人的・物

害の検討（国内、海外

済等の中枢機能の被害

帰宅困難者等） 

を考慮した首都機

体の適切な機能分担

における首都機能確

域の防災体制の総点

県市等との連携（基幹

軽減のため重点的に取

災体制の確立、地域の

催（本日） 

防災対策の現状と

催 

討（都市防災、情報

個々の課題について、

、意見交換を行う。）

の現状検討 

 

＜直下の地震像の明確化＞ 

○観測データの蓄積、科学的知見を踏まえ、

切迫している直下の地震像を明らかに 

○ 地下構造、地盤に関するデータ把握 

 

地震ワーキンググループの設置 

地域直下の地震対

地域震災対策応急
定＞ 

的被害を想定 

への波及の影響も含む） 

についての検討 

能確保対策＞ 

と連携 

保についての国家的戦略の必要性 

検と体制確立＞ 

的広域防災拠点の的確な運用） 

り組むべき予防対策 

防災力の強化について 

＜防災対策対象地震の明確化＞ 

○防災対策検討で対象とすべき地震を整理

¾ 予防対策で対象とする地震 
¾ 応急対策で対象とする地震 
○予想される震度分布の検討 

報告

策に関する大綱」の見直し 

対策活動要領」の見直し  等



         これまでの検討結果（平成４年） 

                                              

 

 
 
 

南関東地域直下の地震対策大綱の対象範囲 
 

○南関東地域直下の地震（プレート内地

震）のみを検討対象として設定 
¾ ある程度の切迫性を有している。 

¾ どこでも発生する可能性があり震源の特定

が困難。 

¾ 海溝型地震、活断層タイプは、切迫してい

ると判断できないため対象外 

 

○ １９個の想定震源を設置し、それぞ

れの想定震源で震度６相当以上とな

る地域を重ね合わせてその全域を対

象地域として設定（左図） 

→大綱の対象範囲 

（２）直下の地震についての検討の方向性 

 
 

検討の方向性（案）
（１） 予防対策立案のための検討 

予防対策は、発生しうるあらゆる地震を対象として立案することが適切。 

 ⇒可能性のある各地震によって現われる震度を重ね合わせ、その最大値を各

地点で求める。 

 

（２） 応急対策立案のための検討 

一方、応急対策は（１）とは異なり、起こりうる一事象（地震）を対象とし

て立案することが、より実践的。 

⇒本専門調査会は首都機能の確保策等を主要な課題としていることから、首

都機能が集積する地域にもっともダメージを与える地震（複数）を設定し、

各地点の震度等を求め、応急対策等を検討。 

「首都直下の地震」の特性 
¾ ある程度の切迫性を有している。 
¾ どこで発生するか分からない。また、予知も困難。 
¾ マグニチュード 8クラスの海溝型地震と比べ、被害をうける地域 
が限定的となる。 



（３）地震ワーキンググループの設置について 

 

【検討事項】 
●直下の地震像の明確化 

・ 首都地域における地震被害の軽減、首都機能の確保策等、地震防災

対策を検討する上で前提となる地震像の明確化 

・ 地下構造、地盤に関するデータ把握 

 

●防災対策対象地震の明確化 

・首都直下地震に係る防災対策の対象とすべき地震の検討 
① 予防対策で対象とする地震予測 
② 応急対策で対象とする地震予測 

 ・予想される震度分布の検討 

 
¾ 前回平成４年までの検討以降、観測施設の整備が進み、観測データが蓄積されたこ 
となどから、首都直下地域のプレート形状やプレートの固着域などについて新たな知見が得ら

れつつあるため、こうしたことも踏まえ、首都直下で発生する地震の姿を明確化。 
¾ 被害想定や防災対策の検討など用途に応じた地震動分布を推計するため、最も適し 
た地震動予測の手法についても検討。 

 
 
 
 
（参考）前回の検討 
z 切迫性のある地震として南関東地域直下のマグニチュード７クラスの地震を想定 
z Matsu'ura et al. (1980)における 1923年関東大地震の断層モデルの延長部、南関東地域直下

にフィリピン海プレートと北米プレートの境界面を近似的に設定。 
z 震源モデルを上記プレート境界面に設定 
z 震源モデルの大きさはマグニチュードが７となる大きさの長方形 
z このタイプの地震が発生する可能性のある領域を包含するよう、地震断層面として 19枚の板

を敷き詰めるように設定



                                 

（４）中央防災会議「首都直下地震対策専門調査会」 

地震ワーキンググループ委員 名簿（案） 

 

                        （敬称略、○は座長） 

 

 ○溝上 恵   （東京大学名誉教授） 

 

  阿部 勝征  （東京大学地震研究所教授） 

 

  入倉 孝次郎 （京都大学防災研究所所長） 

 

  岡田 義光  （独立行政法人防災科学技術研究所企画部長） 

 

  島崎 邦彦  （東京大学地震研究所教授） 

 

  杉山 雄一  （独立行政法人産業技術総合研究所活断層研究ｾﾝﾀｰ副ｾﾝﾀｰ長） 

 

  翠川 三郎  （東京工業大学大学院総合理工学研究科教授） 

 

  吉田 明夫  （気象庁地磁気観測所所長） 



    

 

 

 

資料６ 専門調査会の運営について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



諮問

指定公共機関の長
  （4名）

 学識経験者
  (4名)

答申

意見具申

日本銀行総裁 東京大学名誉教授

○○ ○○溝上　恵

日本赤十字社社長 富士常葉大学教授

○○藤森　昭一 ××重川　希志依

ＮＨＫ会長 静岡県知事

○○海老沢　勝二 ○○石川　嘉延

ＮＴＴ社長 日本消防協会会長

      和田　紀夫 ○○德田　正明

○

○

○

○

　● 東海地震対策専門調査会（平成15年5月終了）

　内閣総理大臣・防災担当大臣の諮問に応じての防災に関する重要事項の

審議（防災の基本方針、防災に関する施策の総合調整、災害緊急事態の

布告等）等

　防災に関する重要事項に関し、内閣総理大臣及び防災担当大臣への意
見の具申

(1)中央防災会議と専門調査会

会長

委員

　防災基本計画及び地震防災計画の作成及びその実施の推進

　非常災害の際の緊急措置に関する計画の作成及びその実施の推進

【役割】

　● 東南海、南海地震等に関する専門調査会（平成13年10月3日発足）

 
内
閣
総
理
大
臣

 
・
防
災
担
当
大
臣

専門調査会

中央防災会議

内閣総理大臣

防災担当大臣を
はじめとする全閣僚
  （17名以内）

　● 防災に関する人材の育成・活用専門調査会（平成15年５月終了）

  ● 防災情報の共有化に関する専門調査会（平成15年7月終了）

　● 災害教訓の継承に関する専門調査会（平成15年7月31日発足）

  ● 民間と市場の力を活かした防災力向上に関する専門調査会（平成１５年５月、設置を決定）

　●首都直下地震対策専門調査会（平成15年9月12日発足）

　● 日本海溝周辺の地震に関する専門調査会（平成15年7月、設置を決定）

福井　俊彦



（２）中央防災会議専門調査会運営要領  

 

中  央  防  災  会  議  

 

（調査会の運営）  

第１  災害対策基本法施行令第４条第１項の規定に基づき中央防災

会議の議決により設置される専門調査会（以下「調査会」という。）

の運営については、調査会に関する災害対策基本法施行令の規定によ

るもののほか、この要領によるものとする。  

 

（調査会の座長）  

第２ 調査会に座長を置き、会長の指名する者がこれにあたる。  

 

（調査会の招集）  

第３ 調査会は、座長が必要と認めるとき、これを招集するものとす

る。  

 

（委員の欠席）  

第４ 調査会に属する委員又は専門委員（以下「調査会委員」という。）

が調査会を欠席する場合は、代理人を調査会に出席させ、又は他の調

査会委員に議決権の行使を委任することはできない。  

 ２  調査会を欠席する調査会委員は、座長を通じて、当該調査会に

付議される事項につき、書面により意見を提出することができる。  

 

（議事）  

第５ 調査会は､座長又は第８に規定する座長の職務を代理する者が

出席し､かつ、調査会委員の過半数が出席しなければ､調査会を開くこ

とはできない。  

 ２  議事は ､出席した調査会委員の過半数をもって決し ､可否同数

の場合には､座長の決するところによる。  

 ３  座長は ､調査会の議題等により必要があると認めるときは ､第

一項の規定にかかわらず､調査会委員の過半数が出席しない場合であ

っても､調査会を開くことができる。  

 



（議事要旨）  

第６ 座長は､調査会の終了後､速やかに、当該調査会の議事要旨を作

成し､これを公表する。  

 

（議事録）  

第７ 座長は､当該調査会議事録を作成し､調査会に諮った上で、一定

期間を経過した後にこれを公表する。  

（座長代理）  

第８ 座長に事故があるときは､あらかじめ座長の指名する調査会委

員が、その職務を代理する。  

 

（中央防災会議への報告）  

第９ 座長は､調査会が調査を終了したとき、又は調査途中において

報告を行う必要を認めたときは、当該調査に係る内容を中央防災会議

に報告するものとする。  

 

（雑則）  

第１０ この要領に定めるもののほか､調査会の運営に関し必要な事

項は､座長が調査会に諮って定める。  


